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今月の経理情報 
2007 年 ９月 

今回のテーマ： 資本的支出と修繕費 

固定資産の修理、改良等のための支出については、税務上、資本的支出と修繕費に区別することが困
難な場合があります。そのため通達で、一定の形式的な基準を設けて区分しています。 

１．資本的支出と修繕費の判定の流れ 

 

２．資本的支出と修繕費の具体的例示 

資本的支出 
①物理的に付加した部分にかかるもの 
②用途変更のために直接要したもの 
③高性能な部品に取り替えた場合の通常要する費用を超える部分 

修 繕 費 
①建物の移えい又は解体移築に要したもの（注 1） 
②機械装置の移設に要したもの（注 2） 
③通常の維持管理のもの又は棄損した資産の原状を回復するためのもの 

（注 1）移えい又は解体移築を予定して取得した場合を除きます。 

（注 2）集中生産を行う等のための移設を除きます。 

お見逃しなく！ 

平成 19年 3月 31日以前から保有する資産について、資本的支出を行った場合の償却費の計算方法には、
つぎの 2つの方法があります。いずれを選択するかによって、償却限度額が変わってきますので留意
が必要です。 

 

 ＜前提＞ 

事業年度 種類/取得価格 期首帳簿価額 資本的支出額 償却方法 耐用年数/償却率 

H19.4. 1～ 
H20.3.31 

サーバー一式 
5,000,000円 

(H18年 4月取得) 
3,155,000円 2,000,000円 

(H19年 10月支出) 定率法 
5年 

(旧定率法：0.369、  
 新定率法：0.5 

  

修繕費の
例示に該当

概ね3年以内
の周期で発生
（①）

資本的支出
の例示に該当しない

その他のもの

60万円未満又は
前期末取得価額の
10％相当額以下

一の修理、改良等のために要した費用

資本的支出

20万円以上

支出額の30％と前期末取得価額の
10％相当額のいずれか少ない金額（Ａ）
に相当する部分

20万円未満

（支出額－
Ａ）の部分

修繕費

※被災資産の原状回復のための費用及び被災前の効用を維持するための補強工事等については　上記にかかわらず修繕費として取り扱うことが出来ます。

資本的支出
の例示に該当
（①を除く）



 

 

＊情報提供：ＡＳＧグループ（グラント・ソントン 加盟事務所） 

 

＜償却限度額の計算＞ 

(原則)資本的支出を新規取得とする方法
①既 存 の 資 産：3,155,000×0.369＝1,164,195円 
②資本的支出部分：2,000,000×0.5×6/12＝500,000円 
③合     計：1,664,195円 

(特例)既存の資産に加算する方法 (3,155,000＋2,000,000×6/12)×0.369＝1,533,195円 

 

※被災資産の原状回復

 


